
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。
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　令和３年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は歳入総額２２５億７，３５９万７千円、歳出総額２１７億３，８５８万４千円で、翌年度への繰越財源６，１０７万３千円
を除いた実質収支額は７億７，３９４万円となりました。
　特別会計は、８会計合計で、歳入総額１０９億２，５１３万１千円、歳出総額１０６億５，２６５万円となりました。
　企業会計については、水道事業において、選択と集中による事業運営を目指し、事業の効率化と経費削減に努めた結果、９３３万５千
円の黒字となりました。下水道事業は、施設の統廃合推進と事業の効率化に努めましたが、人口減少等の社会情勢変化等により使用料収
入だけでは賄えず、一般会計からの補塡を行う中で、３万６千円の黒字となりました。病院事業は、新型コロナウイルス感染症対応とし
て、引き続き発熱トリアージ外来での診療を実施するとともに、陽性患者の入院受入れを行いました。また、経営基本計画に基づき、継
続した経営改善に取り組み、８，７１５万５千円の黒字となりました。

***令和３年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）
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　市税は、市民税が１，４８６万７千円増加（前年度と比べ０．７％増）したものの、固定資産税が７，８０１万１千円減少（前年度
と比べ３．５％減）となったことなどから、市税全体として２，６４８万円の減収（前年度と比べ０．５％減）となりました。
　地方交付税は４億５，２３９万５千円増加し、国庫支出金は、特別定額給付金給付事業費補助金の皆減等により、４３億９，７１０
万７千円減少しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）
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　総務費は新庁舎整備事業の完了等により９７億３，１３０万２千円減少しました。民生費は子育て世帯への臨時特別給付金の増
加等により８億６，１１６万４千円増加し、消防費は防災行政無線設備整備事業等により５億２，６５６万２千円増加しました。
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）
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12.3

41.89,071,960

人件費 2,665,013

令和２年度

決 算 額 構成比
増 減 額

　扶助費は子育て世帯への臨時特別給付金等により９億２，８２３万５千円増加し、普通建設事業費は新庁舎・市民交流施設建設
工事の完了等により６３億４，３１５万７千円減少しました。また、補助費等は、特別定額給付金の皆減等により４５億５，５１
７万５千円減少しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)
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※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。

8.7 8.7 8.9
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6.0

8.0

10.0

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実 質 公 債 費 比 率

※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は８７．３％で、前年度より
３．１ポイント良化しました。実質公債費比率については、０．２ポ
イント悪化しました。
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経 常 収 支 比 率

※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

8,163,505

下水道事業 15,461,893

合　　　　計

1,478,821 14,180,872

46,992,147

7,590,327

30,0001,491,099

162,829

25,116,497

162,829

特別会計

老人保健施設

水道事業

1,329,441 1,778,712

23,112,308

93,144

93,144

令和３年度末

4,214,045

179,990 1,341,109

69,685

2,342,189

69,685

23,810,154

110,200 683,378病院事業

49,538,751

令和２年度末

0

令和３年度中増減額

現在高 市債発行額 元金償還額 現在高

　借入金である市債の一般会計の令和３年度末現在高は、４億４，９２７万１千円減少（前年度と比べ１．９％減）し、企業会計を含め
た市全体では２５億４，６６０万４千円減少（前年度と比べ５．１％減）しました。

24,259,425

1,667,441

197,800

企業会計

一般会計

区　　　　　分

338,000

0

20,161,743 20,014,386
20,141,423

24,259,425
23,810,154

19,216,561
17,983,947

16,706,064
15,461,893

14,180,872

1,917,018 1,787,077 1,650,173 1,491,099 1,341,109

9,324,234 8,843,382 8,321,052
8,163,505 7,590,327

417,749 336,675 251,763 162,829 69,685
0
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一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

6



○　基金の状況

（単位：千円）

3,385

335,669 145,659

47,314

2,955

0

1,375,563

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

150,705 35,597

1,593,066

28,646

874

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

0

11,045,489

681,369 1,188,962

879,563

1,375,563

86,576

96,177 1,139

87,410

合　　　　　計 10,659,759

1,151,567そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 186,302

60,645

04,925,978

188,280

509,287

現在高

42,554

36,671

509,2872,955

0 42,562

令和３年度中増減額
積　立　額

586,486539,172

8,650 208,276

令和２年度末

1,783,076

5,017,754
取り崩し額

91,776

8

現在高
令和３年度末

　貯金である基金の令和３年度末残高は、１１０億４，５４８万９千円で、前年度に比べ３億８，５７３万円増加しました。財政調整基
金は９，１７７万６千円増加しました。公共施設整備基金については、３億３，５６６万９千円積み立てた一方、市営住宅長寿命化対策
など公共施設の整備事業へ充当するため１億４，５６５万９千円取り崩しました。

1,265,293

718,764

40公 営 墓 地 基 金

地 域 振 興 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

3,385

減 債 基 金

5,521,333 5,667,611
5,153,085

4,925,978 5,017,754

42,528 42,536 42,545 42,554 42,562

2,256,460 2,202,885 2,116,347
1,593,066 1,783,076

3,140,905 3,255,434
3,609,017

4,098,161 4,202,098

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金
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